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平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(自治体 follow up 調査班) 

 
札幌市の肝炎ウイルス陽性者フォローアップ体制の確立 
 
研究分担者：小川 浩司    北海道大学病院 消化器内科 

      
研究要旨：2014 年度より札幌市で行っている肝炎ウイルス検査の陽性者に対してフォ
ローアップ研究を開始した。札幌市から調査票を送付したのは 1096 人、札幌市調査票
への回答者は合計で 238 人（回答率 29.9%）であった。さらにその回答から医療機関の
受診が確認できたのは合計 198 人（医療機関受診確認率 18.1%）であった。フォローア
ップ研究に同意を得た肝炎ウイルス陽性者に対し調査票を送付し、その後の診療状況
を解析したが、回答を得られた陽性者の 63%が医療機関を受診したが、その後定期的に
経過観察していない陽性者が 42%であった。今後、受検医療機関への指導、B型肝炎資
材の活用、未回答者へのフォローアップでの改善が必要である。 

A. 研究目的 
ウイルス性肝炎に対する抗ウイルス療法

は劇的に進歩し、HBV 感染には核酸アナログ

製剤、HCV 感染に対しても直接的抗ウイルス

薬によるインターフェロンフリー治療が確

立した。肝炎ウイルス陽性者に適切に治療

介入すれば HBV や HCV による肝病態の進行

を抑制することは可能な時代になった。各

自治体においては肝炎ウイルス検診が施行

されてきたが、いまだに医療機関を受診し

ない陽性者が多いのが現状である。札幌市

では2010年度より無料肝炎ウイルス検査を

実施してきた（図 1）。2017 年度までの 8年

間で約 35万人が受検し、肝炎ウイルス陽性

者も約 4千人となった。さらに 2014 年 4月

より肝炎ウイルス陽性者に対してフォロー

アップ事業を開始した。札幌市の肝炎ウイ

ルス検査陽性者の現状および問題点を検討

するため、本研究を開始した。 

 

 

 

B. 研究方法 
研究対象： 

2014年 4月から2018年3月までに札幌市

が行う肝炎ウイルス検診にて情報提供に同

意した肝炎ウイルス陽性者を対象とした。 

 

研究・調査方法： 

前期（2014 年 4 月～2015 年 10 月）は札

幌市保健所から肝炎ウイルス陽性者へ、札

幌市調査票と共にパンフレットを郵送した。

パンフレットに本研究について記載し、札

幌市調査票に本研究への同意の有無を記入

の上保健所に返送していただいた。同意を

得た陽性者の情報を札幌市保健所から北海

道大学消化器内科に提供していただいた。
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その後、同意を得た陽性者に対して、北海

道大学から調査票を送付した。その調査票

に受診状況、さらに治療状況を記入後返送

していただき情報を解析した（図 2）。 

 
中期（2015 年 11 月～2017 年 3 月）は直

接札幌市保健所から、受診勧奨用のリーフ

レットと共に、肝炎ウイルス陽性者に本研

究の調査票を送付し、同意を得た陽性者か

ら調査票を札幌市保健所に返送していただ

いた。その後札幌市保健所にて匿名化し、

北海道大学病院消化器内科へ情報を送って

いただき解析した（図 3）。 
 

 
後期（2017 年 4月～2018 年 3 月）は直接

札幌市保健所から札幌市調査票と共に本研

究の受診勧奨のパンフレット、調査票を送

付した。肝炎ウイルス陽性者は調査票に記

入の上、直接北海道大学病院に返送し情報

を解析した。更に初回アンケートには、継

続調査への協力を依頼し、同意を得られた

肝炎ウイルス陽性者には継続調査を行うこ

ととした。初回検査から 1 年後、2 年後、     

3 年後に直接肝炎ウイルス陽性者に再び同

様のアンケートを郵送し、記入の上返送し

てもらい、その情報を解析した（図 4）。 

 

 
C. 研究結果 
 研究期間（2014 年 4月～2018 年 3 月）内

にフォローアップ事業に同意を得られ札幌

市から調査票を送付したのは 1096 人、札幌

市調査票への回答者は合計で 238 人（回答

率 29.9%）であった。年度別では 2014 年度

32.5%、2015 年度 32.4%、2016 年度 21.4%、

2017 年度 29.3%であった（図 5）。 

 

 
さらにその回答から医療機関の受診が確

認できたのは合計 198 人（医療機関受診確

認率 18.1%）であった。年度別では 2014 年

度23.7%、2015年度18.7%、2016年度11.7%、

2017 年度 15.5%であった（図 6）。 
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北海道大学から送付した調査票に回答いた

だいた 118 人を解析したところ、年齢、性

別、感染ウイルスは中期以降の解析である

が、年齢は 40 歳未満 4 人、40 歳代 10 人、

50 歳代 28 人、60 歳代 54人、70歳代 24 人、

80 歳代 1 人、男性 61 人、女性 60 人、感染

ウイルスは HBV が 111 人、HCV が７人と HBV

感染陽性者が大半を占めていた（図 7）。ま

た、陽性判明後の動向は以下の通りで、定

期通院していない方が42％であった（図8）。 

 
 

 

 

D. 考察 
札幌地区における肝炎ウイルス受検者は

漸減傾向であった。2010 年以降既に 35 万人

が受検しており、新規受検者が減少してい

るものと推測される。肝炎ウイルス陽性者

は B 型肝炎が圧倒的に多かったが、陽性率

もB型 C型ともに緩徐に低下傾向であった。 

2014 年度より札幌市保健所と協力して、

本研究を開始した。札幌市保健所への回答

を検討したが、回答率は 29.9%、医療機関の

受診率は 18.1%であった。札幌市フォローア

ップ事業への同意取得は受検時であるが、

回答率は改善していない。今後、医療機関

の受診確認率を向上させるためには、この

回答率を引き上げることが必須である。札

幌市肝炎ウイルス検査は市内 615 の医療機

関で実施されているが、今後、医療機関へ

の指導、特に陽性率の高い B 型肝炎の資材

などで回答率向上に努める必要があると考

えられた。 

また、次年度より未回答者に対して 1 年

後、2年後に再度受診勧奨をしていくことに

なっており、受診率の向上が期待されてい

る。しかし、札幌市では年間 300 人以上が

新規肝炎ウイルス陽性者となり、2年後まで

フォローアップすると年間約1000人となる。

大都市でこのようなフォローアップ事業を

行う場合、保健所での仕事量は膨大で課題

となっている。 

また、札幌市のフォローアップ事業とは

別に北海道大学が関与する形で調査票を送

付していたが、札幌市調査票への回答と同

様に回答率は低率であった。回答率向上の

ために前期から後期へとシステムの簡素化

を図ったが、回答率は前期16.7%、中期21.7%、

後期 24.3%と大きく改善しなかった。北海道

大学での倫理上の問題から、これ以上のシ

ステムの簡素化は望めないため、本年度で

中止することとなった。 

アンケートの解析では肝炎ウイルス陽性

者の 63%は医療機関を受診していたが、42%
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は定期通院をしていなかった。肝機能障害

のない B 型非活動性キャリアで定期通院に

至っていない方が多いと考えられ、今後の

課題と考えられた。 

 

E. 結論 
 札幌市における肝炎ウイルス検査陽性者

に対するフォローアップ体制の確立のため

に、本研究を行っている。調査票への回答

率は 29.9%、医療機関の受診率は 18.1%とい

まだ低率であり、受検医療機関への指導、B

型肝炎資材の活用、未回答者へのフォロー

アップでの改善が必要である。 
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